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第１ 現状 
 

１ 県政を取り巻く環境 

 我が国の人口は、平成２２年の１億２，８０６万人をピークとして減少傾向にあり、

本格的な人口減少社会に突入しています。また、少子化・高齢化の急速な進行、グロ

ーバル化、情報通信技術における高度情報化の進展など、我が国の社会経済情勢は大

きく変化しております。 

多くの離島や半島を有する本県においては、全国と比較して著しい速さで進む人口

減少、少子化・高齢化、長年低迷する一人当たりの県民所得、地域活力の低下など、

社会経済情勢の変化と合わせて、行政課題の複雑・多様化が一層進んでおります。 

 このような人口減少や県民所得の低迷、地域活力の低下といった本県の構造的な課

題に対応し、県内産業の活性化や良質な雇用の場の確保を目的として、平成２５年度

から県民所得向上対策に取り組んでまいりました。 

しかしながら、本県の人口は、毎年１万人程度の減少が続いており、このままの状

態が続くと、２０６０年には、８０万人を下回ると推計されます。大幅な人口の減少

により、生活の利便性の低下などの県民生活への影響や県内企業の生産活動の縮小な

どによる地域経済への影響、住民税等の減少や財政の硬直化などの県の行財政への影

響が懸念されております。人口減少対策は、国を挙げて取り組む喫緊の課題となって

おりますが、全国より著しい速さで人口減少が進んできた本県は、一刻の猶予も許さ

れない状況となっています。 

 

＜本県人口の将来推計＞ 

 

出典：長崎県人口ビジョン（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 

（平成 25 年 3 月推計）」準拠推計） 
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そのため、本県では、「しごとを創り、育てる」、「ひとを創り、活かす」、「まちを創

り、支えあう」ことを基本目標とした「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

平成２７年１０月に策定し、２０６０年において１００万人規模の人口水準を確保す

ることを目指して、人口減少対策や地方創生を推進することとしております。全国の

他の自治体においても、人口減少は大きな課題であり、今後、地域の魅力をいかに創

出するかという点で、現在の地域間の競争がさらに激化することが想定されるところ

であります。 

あわせて、１０年後の本県の将来像を「交流でにぎわう長崎県」、「地域のみんなが

支えあう長崎県」、「次代を担う『人財』豊かな長崎県」、「力強い産業を創造する長崎

県」、「安心快適な暮らし広がる長崎県」と見据え、平成２８年度から５年間の政策の

方向性を戦略的に示した「長崎県総合計画 チャレンジ２０２０」を策定し、「人、産

業、地域が輝く たくましい長崎県づくり」に取り組んでいくこととしております。 

今後、総合計画や総合戦略に沿って、「人、産業、地域が輝く たくましい長崎県づ

くり」に取り組んでいくためには、本県の強みを最大限活かし、具体的な成果を県民

に実感していただく政策の実現が不可欠であり、その実現を可能とする組織運営と持

続可能かつ安定的な財政運営が求められます。 

 

 

２ 長崎県「新」行財政改革プランにおける取組 

 本県では、これまでも、事業量や業務量に対応した必要な人員の確保を図りながら、

継続した行財政改革に取り組んでまいりました。 

現行の長崎県「新」行財政改革プランについては、持続可能で安定的な県政運営シ

ステムの確立を目指し、事務事業の見直しや、職員数の削減、県民との協働の推進な

ど、９８の個別項目に取り組んでいるところであり、そのうち９７項目は、目標に対

して一定の成果が得られ、収支改善効果目標額１３５億円についても、目標を上回る

効果が見込まれております。 

また、長崎県「新」行財政改革プランの理念を踏まえ、「職務遂行の心構え～長崎県

職員スピリット～」を策定し、県職員の意識改革を進めております。 

職務遂行の心構え～長崎県職員スピリット～ 
１ 地域経営の責任者としての自覚を持ち、具体的な成果を県民に還元し
よう。 

２ 県民の思い、期待、痛みを汲み取り、県民と同じ目線で物事を考えよ
う。 

３ 社会情勢や県政を取り巻く環境変化を敏感にとらえ、仕事の不断の見
直しに取り組もう。 

４ 前例にとらわれず、新しい発想・実践を試みよう。 
５ 常に現状に対する危機意識、業務に対するコスト意識を持とう。 
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３ 本県の財政状況 

本県の財政状況は、歳入面では、県税などの自主財源の割合が少なく、国から交付

される地方交付税や国庫支出金などの依存財源の割合が高く大変脆弱である一方で、

歳出面では、離島・半島を多く有し、海域を含めた県域が広大であるという地理的特

殊性から、学校や警察、その他の行政機関の効率的な配置が難しく、人件費や扶助費

などの義務的経費の割合が高いという非常に厳しい構造となっており、常に財政の健

全化を意識した財政運営を行っていく必要があります。 

これまで、国の補助制度や交付税措置のある有利な県債等を活用するとともに、事

業の重点化に努めてきたことから、実質的な公債費負担や将来の財政負担に係るスト

ック面では、一定の健全性を保っております。 

一方で、フロー面としての単年度収支については、社会保障関係費の増高や地方交

付税の抑制等により財源不足が続いている状況であります。 

このような厳しい状況を踏まえ、これまで、「収支改善対策」、「長崎県行財政改革プ

ラン」及び「収支構造改革」に基づき総額７８９億円の収支改善に取り組み、現在取

り組んでいる長崎県「新」行財政改革プランにおいても、５年間で１３５億円の収支

改善を図ってまいりました。 

しかしながら、平成２６年度の中期財政見通しにおいては、人口減少に伴う地方交

付税の減少や社会保障関係経費の増嵩などにより、平成３１年度には財源調整のため

の基金が枯渇する厳しい見通しとなったため、これまでの取組に加え、平成２７年度

から、歳入・歳出両面にわたって総額約１５４億円の財源確保を図る「さらなる収支

改善対策」に取り組むこととしました。 

この結果、平成２７年度の中期財政見通しにおいては、財源調整のための基金枯渇

という危機的な状況は回避される見通しとなっておりますが、九州各県と比較すると、

税収や地方交付税の伸びが低く、他県では大幅な縮減が進められている県単独普通建

設事業の規模を一定維持してきたことなどから、引き続き、基金を取り崩しながらの

予算編成を余儀なくされるなど厳しい財政状況が続いております。 

このようなことから、総合計画や総合戦略に沿って具体的な成果を県民に実感して

いただく政策を実現していくためには、事務事業の外部化やＩＣＴ（情報通信技術）

の活用による省力化の取組をこれまで以上に進めるとともに、税収確保につながる経

済活性化策や地方交付税確保のための国への要望、普通建設事業に係る国予算の確保

と県単独事業の選択と集中などに力を注いでいく必要があります。 
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４ 本県の組織運営の状況 

 本県の組織運営についても、継続して行財政改革に取り組み、指定管理者制度の導

入・拡大による外部化の推進や業務の集約化などによる組織・人員の見直し、職員給

与の適正化などに取り組んでまいりました。また、平成１１年度に策定した「ながさ

き人材育成プラン２１」（平成１７年３月改定）により、継続して人材の育成にも取り

組んでまいりました。 

しかしながら、現状を見ると、これまで以上に、時間外勤務の減少や職員の不祥事

の防止、精神疾患等のない環境づくりが必要な状況にあります。 

また、今回の新たな行財政改革の検討にあたり、現在の組織運営について、職員の

意見を確認したところ、県民ニーズの把握や現状の分析、方向性や目標の設定、庁内

での連携した対応、民間企業や他の自治体との連携など、本来、力を入れるべき要素

に十分に力を入れることのできる環境づくりが、必要な状況であることが明らかにな

りました。 

このようなことから、しっかりとした現状分析に基づく政策の立案・実施・検証・

改善という流れに職員の力を集中できる組織運営の仕組みづくりと、意識と能力の高

い人材の育成が急務となっております。 

さらに、平成２９年度には、「県民とともに新しい時代を切り拓く庁舎づくり」を基

本理念とした新たな県庁舎への移転を予定しております。新県庁舎はオープンフロア

となり、執務環境もこれまでと大きく変化することから、県職員の働き方や仕組みを

見直し、新県庁舎の基本理念にも対応したものとする必要があります。特に、オープ

ンフロアを活用した部局間の連携強化による縦割り意識の排除やスピード感を持った

対応が求められるところであります。 
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第２ 行財政改革の必要性 
 
１ 持続可能で安定的な組織運営 
県政を取り巻く環境変化や本県の財政状況、組織運営の状況を踏まえれば、行政課

題の複雑・多様化が一層進み、全国的な人口減少に対応するための地域間競争が激し

くなる中で、「長崎県総合計画 チャレンジ２０２０」や「長崎県まち・ひと・しごと

創生総合戦略」の実現に向けて、限られた人材や財源を最大限に活用し、これまで以

上に組織の総力を挙げて取り組むことが必要となっております。 

持続可能で安定的な組織運営を可能とするための組織・人員の見直しや財政面の見

直しは不可欠であり、これまでの行財政改革の取組を決して後退させてはなりません。 

 

 

２ 具体的な成果の還元 

一方、新たな行財政改革においては、単にスリム化だけを目指すものではなく、総

合計画や総合戦略の推進を図り、県民に具体的な成果を還元していくための改革であ

るという認識をしっかりと持った取組が重要であります。 

そのような認識の中で、人口減少などの構造的な課題に正面から向き合って対応し

ていくためには、これまで取り組んできた組織・人員や財政面での見直しにとどまら

ず、事業・業務のプロセスや人材の育成にも踏み込んで見直し、現在の職員個々の職

務遂行の心構えである「長崎県職員スピリット」を組織として体現することで、これ

までよりも、しっかりとした成果を県民に還元することが求められます。 

事業・業務のプロセスや人材育成の見直しに当たっては、オープンフロア化される

庁舎を活用し、これまでの行政分野別の組織運営に行政機能別の視点を加えるなど、

見直しの内容を新県庁舎の執務環境にしっかりと反映する必要があります。 

 

 

３ 地域住民、企業、ＮＰＯ等の行動参画 

様々な地域課題に十分に対応していくためには、県民一人ひとりが自助・共助によ

り互いに支えあいながら、様々な分野で、それぞれの役割を担うことが重要であり、

地域住民、企業、ＮＰＯ等と行政がそれぞれの立場で当事者として協力し、課題に向

き合い、行動参画することが必要となっております。 

 

 

 このような視点から、これまでの行財政改革の歩みを止めることなく、新たな視点

を加えて、行財政改革に引き続き取り組む必要があります。
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第３ 行財政改革の位置付けと方向性 
 

１ 位置付け 

「長崎県行財政改革推進プラン～長崎県総合計画 チャレンジ２０２０の実現を目

指して～」は、「長崎県総合計画 チャレンジ２０２０」や「長崎県まち・ひと・しご

と創生総合戦略」の実現を図るため、「長崎県職員スピリット」を活かし、組織運営・

財政運営の基盤づくりを目指すものです。 

 

長崎県総合計画 チャレンジ２０２０ の実現 

長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略 の実現 

 

 

長崎県行財政改革推進プラン  

～長崎県総合計画 チャレンジ２０２０の実現を目指して～ 

 

 

 

 

 

職務遂行の心構え～長崎県職員スピリット～ ５つのＣ 

１ 地域経営の責任者としての自覚を持ち、 

具体的な成果を県民に還元しよう。 

 

２ 県民の思い、期待、痛みを汲み取り、 

県民と同じ目線で物事を考えよう。 

 

３ 社会情勢や県政を取り巻く環境変化を敏感にとらえ、 

仕事の不断の見直しに取り組もう。 

 

４ 前例にとらわれず、 

新しい発想・実践を試みよう。 

 

５ 常に現状に対する危機意識、業務に対する 

コスト意識を持とう。 

「Chief」 

 

 

「Catch」 

 

 

「Change」 

 

 

「Challenge」 

 

 

「Cost」 

 

基盤づくり 

組織運営 財政運営 
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２ 取組の方向性 

 

（１）事業・業務プロセスの見直し 

   必要な情報を政策形成や事業・業務の見直しにつなげる仕組みや県民への成果

還元を目指す事業構築の仕組みを構築し、併せて業務の見直しを行うことで、し

っかりとした現状分析に基づく政策の立案・実施・検証・改善という流れに職員

の力を集中させていきます。また、県民、企業、ＮＰＯや市町など多様な主体と

の連携を進めます。さらに、従来の仕組みや県職員の働き方を見直し、その見直

しの内容を新県庁舎の執務環境にしっかりと反映していきます。 

 

（２）より効果的・効率的に事業・業務を実施する職員の人材育成 

新たな総合計画をはじめ、地域課題や政策課題に対応できる人材の育成を図る

とともに、人材育成の観点からの人事評価やキャリア目標と連携した適正な人事

管理及び多様な人材確保を推進します。 

 

（３）県政の将来に向けて持続可能かつ安定的な行財政運営 

歳出・歳入の両面から財政の健全化に取り組むとともに、組織体制の見直しを

進め、現在の厳しい水準にある財源調整のための基金については、人口減少対策

や税源涵養のための将来投資と財政健全化とのバランスを取りながら、１０年程

度の長期的スパンで４００億円規模を目指します。 

 

 



 - 8 - 

３ 取組のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○政策形成議論の一本化

○事業群評価結果を最大限に活用（スクラップアンドビルド、予算計上）

○部局間連携のルール化

○ＩＣＴ活用による重複業務の整理、モバイル端末の活用、ペーパーレス化

○行政機能別組織化の検討（総務事務や契約事務の専門化、集約化） など

事 業 ・ 業 務
プ ロ セ ス

○中核人材を育成するための人材育成プラン、部局別人材育成プログラムの見直し

・職階ごとに求められる役割・能力、ジョブローテーションの明確化（見える化）

・個人のキャリア目標の設定、人事評価を活用したＯＪＴや研修による育成

・人事評価等と連動した研修体系の見直し、女性登用、採用手法拡大 など

人 材 育 成

○財源調整のための基金：４００億円規模を１０年程度で目指す

・普通建設事業の国予算確保と県単事業の選択と集中

・新庁舎移転による維持管理経費の縮減

・業務外部化や事務集約化、本土振興局の再編、人員・給与の適正管理

・県有施設等総合管理の推進による財政負担の軽減・平準化

・ふるさと納税の推進などによる歳入の確保 など

行 財 政 運 営

全庁的な議論

継続的な議論による
方向性・視点の共有化

課題共有 課題解決の方向性 政策の検討 予算・組織へ

ミーティング
を通じた段階的な議論

政策実現・
業務改善へ
の意識付け

現場・
地域活動
通常業務

情報抽出・
整理・蓄積

組織で共有
見直し・改善
の検討

予算・組織へ全庁的検討
政策実現・
業務改善へ
の意識付け

現場・
地域活動
通常業務

情報抽出・
整理・蓄積

組織で共有
見直し・改善
の検討

予算・組織へ全庁的検討

【視点】

○政策目標への有効性

○事業の効率性

○業務の改善

課

部

班

気付き

各部局における議論
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第４ 取組の推進 
 

１ 取組期間 

取組期間は、「長崎県総合計画 チャレンジ２０２０」と同じく平成２８年度から

平成３２年度までの５年間とします。各項目については、可能な限り早期に取り組む

こととし、社会情勢の変化等に必要に応じて取り組むべき項目の内容について見直し

を行います。 

 

 

２ 推進体制 

庁内の推進会議やプロジェクトチームなどにより十分な議論を実施し、適正な手続

きを経て、計画を着実に推進します。 

 

 

３ 進捗管理 

庁内の推進会議などにおいて進捗管理を徹底するとともに、行財政改革の必要性や

計画の進捗状況について、県民に分かりやすく公表し、広く県民の理解と協力を得な

がらその実現に向けて取り組んでいきます。 

 

 

 



Ⅰ 事業・業務プロセスの見直し

個

別

項

目

（
63
項

目

）

（大項目） （中項目） （個別項目）

１ 事業プロセスの見直し
～成果還元のための仕組みづくり～

２ 業務プロセスの見直し
～事業プロセスへ集中するための徹底した見直し～

３ 多様な主体との連携

Ⅱ より効果的・効率的に事業・業務を
実施する職員の人材育成

１ 新たな総合計画をはじめ、地域課題や政策課題
に対応できる人材の育成

２ 人材育成の観点からの人事評価やキャリア目標と
連携した適正な人事管理の推進

３ 多様な人材の確保・登用

Ⅲ 県政の将来に向けて持続可能
かつ安定的な行財政運営

１ 歳出の「効率化」・「選択と集中」

２ 組織体制の最適化

３ 歳入の確保

４ 財産の効果的活用

第５ 体系図

-
10 -
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第第第第６６６６    具体的具体的具体的具体的なななな取組項目取組項目取組項目取組項目    

ⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠ        事事事事事事事事業業業業業業業業・・・・・・・・業業業業業業業業務務務務務務務務ププププププププロロロロロロロロセセセセセセセセススススススススのののののののの見見見見見見見見直直直直直直直直しししししししし    

県民に具体的な成果を還元するため、しっかりとした現状分析に基づく政策の立

案・実施・検証・改善という流れに職員の力が集中できるよう、事業・業務の管理手

法を確立します。 

事業のプロセスにおいては、各職場において必要な情報を政策形成や事業・業務の

見直しにつなげる仕組みを構築し、全庁的にスクラップアンドビルドの徹底や部局間

連携の強化、現場の課題認識を踏まえたスピード感を持った対応を可能とする仕組み

づくりに取り組みます。 

業務のプロセスにおいては、行政機能に着目した業務の専門性の向上や効率化を図

ると共に、スケジューリングと「見える化」の徹底、業務の徹底した省力化や外部化、

ＩＣＴの活用などにより、事業プロセスに職員が集中する時間を創出します。 

また、事業・業務のプロセスや県職員の働き方の見直しを進め、その見直しの内容

を新県庁舎の執務環境にもしっかりと反映します。 

さらに、複雑化する行政需要に行政だけで対応することは困難となっており、地域

ごとに抱える課題は異なることから、わかりやすい情報発信や情報公開を進めるとと

もに、県民や企業、ＮＰＯ等との協働、合併を踏まえた市町との役割分担と連携を一

層進め、地域課題への的確な対応を図ります。 

 

    

１１１１    事業事業事業事業プロセスのプロセスのプロセスのプロセスの見直見直見直見直しししし    

～～～～成果還元成果還元成果還元成果還元のためののためののためののための仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり～～～～            （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

必要必要必要必要なななな情報情報情報情報をををを政策形成政策形成政策形成政策形成やややや事業事業事業事業・・・・業務業務業務業務のののの見直見直見直見直しにつなげるしにつなげるしにつなげるしにつなげる仕組仕組仕組仕組みづみづみづみづ

くりくりくりくり（（（（１１１１））））    

 各職場において、各種統計データに加え、日々の現場や地域の状況、

他県や国の動きを、政策検討や事業・業務の見直しに必要な情報と

して捉え、その情報の蓄積・分析を行い、政策形成や事業・業務の

見直しにつなげる仕組みを構築します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 組織内ミーティングの全所属での実施 

            情報蓄積・共有手法の統一化 

Ｈ２９年度以降 検証・改善 

 

総務部 

企画振興部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

成果還元成果還元成果還元成果還元をををを目指目指目指目指すすすす事業構築事業構築事業構築事業構築のののの仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり（（（（２２２２））））    

 全庁的に、政策形成に向けて、年間を通じて段階的に議論を積み重

ねる仕組みを構築します。その中で、事業群による評価結果を事業

のスクラップアンドビルドや予算の編成にしっかりとつなげていき

ます。また、新たな政策課題に対応するための具体的な部局間連携

の仕組みを構築します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 事業群評価制度の導入 

政策形成議論の一本化 

部局間連携のルール化 

      Ｈ２９年度以降 検証・改善 

 

総務部 

企画振興部 

（全庁） 

 

 

２２２２    業務業務業務業務プロセスのプロセスのプロセスのプロセスの見直見直見直見直しししし    

～～～～事業事業事業事業プロセスへプロセスへプロセスへプロセスへ集中集中集中集中するためのするためのするためのするための徹底徹底徹底徹底したしたしたした見直見直見直見直しししし～～～～    
                                （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

行政機能行政機能行政機能行政機能にににに着目着目着目着目したしたしたした業務業務業務業務のののの実施実施実施実施（（（（３３３３））））    

 庁内で重複する業務について、これまでの行政部門別の視点に加え、

行政機能別の視点も取り入れ、業務の専門性を高めるとともに、効

率的な実施を検討します。 

 

【実施年度】期間中に検討・実施 

 

総務部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

内部管理業務内部管理業務内部管理業務内部管理業務のののの見直見直見直見直しししし（（（（４４４４））））    

 新たに策定する「文書管理指針（仮称）」を踏まえた文書管理の見直

しや庁内のメール・照会・会議のルールの見直し、組織内任意団体

※の見直し、県庁ＥＭＳ※の運用等の見直し、会計事務に関する要

領やシステム操作方法等の改善など、業務の省力化・効率化を図る

とともに、各職場において継続的に業務の見直しに取り組みます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 「文書管理指針（仮称）」策定 

メール・照会・会議のルールの見直し 

組織内任意団体の見直し 

県庁ＥＭＳの運用等の見直し 

会計事務に関する改善 

各職場における業務見直し 

      Ｈ２９年度以降 検証・改善 

※組織内任意団体：法人格を有しない団体であって、県の庁舎内に事務局を置

くもの又は当該団体の事務が主として県の庁舎内で行われているもののうち、

当該団体の業務に県職員が従事するもの。 

※県庁ＥＭＳ：県の事務事業における環境配慮行動を推進するため、構築した

独自の環境管理システム（Environmental Management System の略）。 

 

総務部 

（全庁） 

業務業務業務業務のののの積極的積極的積極的積極的なななな外部化外部化外部化外部化（（（（５５５５））））    

 「民間でできる分野は民間に委ねる」ことを基本として、民間活力

を活用した方がより効果的・効率的な業務の外部化を一層推進しま

す。なお、外部化にあたっては、財政面での効果と事業・業務プロ

セスへの影響、サービスの質の確保などを総合的に検討します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 他県の取組を参考とした外部化の実施 

Ｈ２９年度以降 さらなる業務の集約化、費用対効果

の検証を踏まえた外部化の実施 

 

総務部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴのののの徹底的徹底的徹底的徹底的なななな活用活用活用活用（（（（６６６６））））    

 各種様式の共通部分のシステム化や情報共有システムの構築、会議

開催のＩＣＴ化、モバイル端末の活用、庁内システムの統合など、

庁内業務のＩＣＴ化・ペーパーレス化を推進します。また、新たに

策定する「ながさきＩＣＴ戦略」を踏まえ、庁内ＩＣＴ化や市町・

民間との連携、マイナンバー制度を踏まえた利便性の向上などに取

り組みます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

新県庁舎新県庁舎新県庁舎新県庁舎にににに対応対応対応対応したしたしたした働働働働きききき方改革方改革方改革方改革（（（（７７７７））））    

 従来の仕組みや県職員の働き方を見直し、新県庁舎の執務環境に対

応した「あるべき働き方」の実現を目指します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 ガイドラインに基づき、本庁職員を対象

にワークショップ※を通じた新庁舎にお

ける働き方や運用一元化等の検討 

      Ｈ２９年度 運用マニュアル作成、職員説明会による 

周知 

      Ｈ３０年度以降 執務環境の見直し、改善 

※ワークショップ：様々な立場の人々が集まって、自由に意見を出し合い、意

見や提案をまとめ上げていく場。 

 

総務部 

（全庁） 

    

    

３３３３    多様多様多様多様なななな主体主体主体主体とのとのとのとの連携連携連携連携                    （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

県民県民県民県民、、、、企業企業企業企業、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ等等等等とのとのとのとの協働協働協働協働のののの推進推進推進推進（（（（８８８８））））    

 ＮＰＯ法人等と多様な主体との協働を推進するため、ＮＰＯ法人等

や企業、市町、県庁各部局からの協働に関する問い合わせや相談へ

の対応をはじめ、情報提供の充実、協働事業の企画提案の受付、事

業化検討の調整など各種支援を行います。また、県民参加による政

策企画の充実を図るため、政策検討の初期において、広聴による県

民の意見等の検証をプロセスとして組み入れた事業構築の促進を図

ります。さらに、人口減少を踏まえ、公共サービスの多様な主体と

の連携・役割のあり方について、長期的視点に立ち研究を進めます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

県民生活部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

民間企業等民間企業等民間企業等民間企業等とととと連携連携連携連携したプロジェクトしたプロジェクトしたプロジェクトしたプロジェクト構築構築構築構築のののの促進促進促進促進（（（（９９９９））））    

 社会経済情勢や市場ニーズ等に敏感であり、かつ専門分野でのノウ

ハウを有する民間企業等と連携し、社会課題の解決や、戦略的・効

果的なプロジェクトの構築を行います。 

 

【実施年度】期間中に検討、実施 

 

企画振興部 

（全庁） 

わかりやすいわかりやすいわかりやすいわかりやすい情報情報情報情報のののの発信発信発信発信とととと情報公開情報公開情報公開情報公開のののの徹底徹底徹底徹底（（（（10101010））））    

 「長崎県広報戦略」に基づき、ターゲットに即した広報を行うこと

で、県民の県政への理解を深め、県内外に積極的な情報発信を行い

ます。また、県民の県政への参画を促進するため、情報公開制度の

活用に関する職員の技術向上を進め、幅広い年齢層の県民に情報公

開制度の理解促進と利用しやすい仕組みを構築します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

秘書広報局 

（全庁） 

市町市町市町市町とのとのとのとの役割分担役割分担役割分担役割分担とととと連携連携連携連携のののの推進推進推進推進（（（（11111111））））    

 市町村合併の進展・定着を踏まえ、スクラムミーティングの実施な

どを通じて市町との連携を進めます。また、権限移譲の推進や県業

務の委託の検討、人事交流の拡大などにより、市町が基礎自治体と

して役割をより高めることを支援します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

企画振興部 

（全庁） 

隣県隣県隣県隣県やややや九州各県九州各県九州各県九州各県、、、、大都市圏大都市圏大都市圏大都市圏とのとのとのとの連携連携連携連携のののの推進推進推進推進（（（（12121212））））    

 隣県と連携・協力して行政課題に対応するとともに、九州知事会な

どへの積極的な提案を通じて新たな政策連携に取り組み、九州各県

との連携を進めます。また、大都市圏と本県がお互いの特徴を活か

した連携を行うことにより、それぞれを取り巻く社会環境に対し、

補完し合う関係を構築するとともに、本県の各施策の効果的な促進

を図ります。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

企画振興部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

新県庁舎新県庁舎新県庁舎新県庁舎のののの情報情報情報情報発信発信発信発信・・・・交流交流交流交流・・・・協働機能協働機能協働機能協働機能のののの活用活用活用活用（（（（13131313））））    

 新県庁舎が備える情報発信・交流・協働機能を最大限活用するため

の運用方法を検討し、本県の魅力や情報を県内外に幅広く発信でき、

また、県民が気軽に利用できる庁舎とします。 

 

【実施年度】Ｈ２８～２９年度 情報発信・交流・協働機能の運用

方法検討 

 

総務部 

秘書広報局 

県民生活部 

（全庁） 
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ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ        よよよよよよよよりりりりりりりり効効効効効効効効果果果果果果果果的的的的的的的的・・・・・・・・効効効効効効効効率率率率率率率率的的的的的的的的にににににににに事事事事事事事事業業業業業業業業・・・・・・・・業業業業業業業業務務務務務務務務をををををををを実実実実実実実実施施施施施施施施すすすすすすすするるるるるるるる職職職職職職職職員員員員員員員員のののののののの人人人人人人人人材材材材材材材材育育育育育育育育成成成成成成成成    

新たに構築する事業・業務のプロセスを具体的な成果還元につなげるためには、 

それを実践する人材を中期的・長期的に育成することが不可欠となります。 

そのため、新たな総合計画をはじめ、地域課題や政策課題に対応できる人材の育成

を目指し、人材育成の考え方を明確化して、職員が自らの役職に求められる役割を認

識し、高い意識や新しい発想で業務に取り組める環境づくりを推進するとともに、そ

の実効性を高めるため、適正な人事管理や多様な人材確保に取り組みます。 

さらに、成果還元の前提として、県民の信頼を継続して得ていく必要があることか

ら、コンプライアンスの徹底に継続して取り組んでいきます。 

    

    

１１１１    新新新新たなたなたなたな総合計画総合計画総合計画総合計画をはじめをはじめをはじめをはじめ、、、、地域課題地域課題地域課題地域課題やややや政策課題政策課題政策課題政策課題にににに対応対応対応対応できるできるできるできる人材人材人材人材のののの育成育成育成育成

                            （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

人材育成人材育成人材育成人材育成のののの考考考考ええええ方方方方のののの「「「「見見見見えるえるえるえる化化化化」」」」（（（（14141414））））    

 事業・業務プロセスの見直しと併せ、各職階に求められる能力・役

割を明確化し、それを踏まえた体制づくりと意識の向上を推進しま

す。また、人事異動方針やジョブローテーションの明確化を図りま

す。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 

核核核核ととととなるなるなるなる人材育成人材育成人材育成人材育成スキームのスキームのスキームのスキームの構築構築構築構築（（（（15151515））））    

 各分野において中核となり得る人材を育成するため、部局別人材育

成プログラムを改訂するなど、育成方針等の明確化を図ります。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 

職員研修職員研修職員研修職員研修のののの見直見直見直見直し・し・し・し・専門能力専門能力専門能力専門能力のののの向上向上向上向上（（（（16161616））））    

 現在の職員研修を見直し、人材育成プランや部局別人材育成プログ

ラム、人事評価等と連動した効果の高い職員研修を実施します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 
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２２２２    人材育成人材育成人材育成人材育成のののの観点観点観点観点かかかからのらのらのらの人事評価人事評価人事評価人事評価やキャリアやキャリアやキャリアやキャリア目標目標目標目標とととと連携連携連携連携したしたしたした適正適正適正適正なななな人事人事人事人事

管理管理管理管理のののの推進推進推進推進                                                            （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

人事評価人事評価人事評価人事評価のののの人材育成等人材育成等人材育成等人材育成等へのへのへのへの有効活用有効活用有効活用有効活用（（（（17171717））））    

 人事評価制度を全ての職員に導入し、人材育成や給与への反映・活

用を図ります。また、人事・任用・分限等への有効活用を図ります。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 

効果的効果的効果的効果的ななななＯＪＴＯＪＴＯＪＴＯＪＴによるによるによるによる組織力向上組織力向上組織力向上組織力向上（（（（18181818））））    

 組織目標を所属内で共有するための定期的なミーティングを推進し

ます。また、キャリア目標を設定し、人事評価における面談等を活

用したフォローアップを充実させるとともに、職員の自己啓発意欲

を醸成します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 

職員職員職員職員がががが働働働働きやすいきやすいきやすいきやすい活力活力活力活力あるあるあるある職場環境職場環境職場環境職場環境づくりづくりづくりづくり（（（（19191919））））    

 職場内のコミュニケーションの活性化などによりメンタルヘルス対

策やハラスメント対策を一層推進します。また、県民の信頼を継続

して得ていくため、コンプライアンス意識のさらなる徹底を図りま

す。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 

    

    

３３３３    多様多様多様多様なななな人材人材人材人材のののの確保確保確保確保・・・・登用登用登用登用                                （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

多様多様多様多様なななな人材人材人材人材のののの確保確保確保確保・・・・育成育成育成育成（（（（20202020））））    

 多様な人材の確保に向け、新たな採用手法の導入を検討するととも

に、海外派遣や語学研修の目的や研修後の活用方針を明確化し、効

果的な実施を図ります。また、民間等との交流を一層推進します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

さらなるさらなるさらなるさらなる女性登用女性登用女性登用女性登用にににに向向向向けたけたけたけた人材育成人材育成人材育成人材育成（（（（21212121））））    

 採用後からの計画的キャリア形成による意識向上を図るとともに、

将来の登用につながるよう幅広い職場への人事配置を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 

    

調整中 
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ⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢ        県県県県県県県県政政政政政政政政のののののののの将将将将将将将将来来来来来来来来にににににににに向向向向向向向向けけけけけけけけてててててててて持持持持持持持持続続続続続続続続可可可可可可可可能能能能能能能能かかかかかかかかつつつつつつつつ安安安安安安安安定定定定定定定定的的的的的的的的なななななななな行行行行行行行行財財財財財財財財政政政政政政政政運運運運運運運運営営営営営営営営    

中期的・長期的に成果還元を図るためには、持続可能かつ安定的な行財政運営が 

不可欠となります。 

そのためには、歳出・歳入の両面において健全化を図り、財源調整のための基金の

取崩によらない財政運営を行う必要があります。 

歳出面では、選択と集中をより一層進めると共に、組織体制の最適化を図り、歳出

構造の効率化・適正化を実現します。 

歳入面では、財源確保に向けた国への提案に取り組むとともに、県税収入をはじめ

とした自主財源の確保のための様々な取組を検討、実施します。 

    

    

１１１１    歳出歳出歳出歳出のののの「「「「効率化効率化効率化効率化」」」」・・・・「「「「選択選択選択選択とととと集中集中集中集中」」」」                                （ ）内の数字は一連番号である。 

具体的な取組項目と内容 所管部局 

財政財政財政財政のののの健全性健全性健全性健全性のののの維持維持維持維持（（（（22222222））））    

 中期財政見通し（Ｈ２７年９月策定）では、Ｈ２８年度、Ｈ２９年

度の両年度において財源不足が生じ、最終残高もＨ２９年度末時点

で２００億円まで減少することが見込まれています。このため、適

正な基金規模として４００億円を１０年程度で目指すこととし、平

成２７年度から実施している「さらなる収支改善対策」の拡充を図

るとともに、最新の中期財政見通しを踏まえ、毎年度の予算編成等

において取組内容の見直しを実施していきます。 

また、実質的な公債費負担や将来の財政負担に係る財政指標につい

ては、全国中位の健全性を維持します。 

 

 

 

総務部 

（全庁） 

 

○財源調整３基金の状況

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３７年度

294 235 200 200 225 253 －

245 220 230 265 300 400
「長崎県行財政改革推進プラン」
実施後、財源調整３基金残高

中期財政見通しにおける
財源調整３基金残高

「長崎県行財政改革推進プラン」における収支改善の取り組みの実施による
中期財政見通しにおける財源調整３基金残高の収支改善効果を試算

＜長崎県行財政改革推進プランによる収支改善目標＞

※「さらなる収支改善対策」の拡充に新たな項目を追加した目標額を記載している

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

21.0 34.2 23.2 10.5 11.9 12.0

24.1 31.4 41.5 46.0 57.9 69.7

45.1 65.6 64.7 56.6 69.8 81.7

※内訳は次ページに記載している

区 分

歳 入

歳 出

合 計

合計

112.8

270.6

383.4

（単位：億円）
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

普通建設事業普通建設事業普通建設事業普通建設事業にににに係係係係るるるる国予算国予算国予算国予算のののの確保確保確保確保とととと県単独事業県単独事業県単独事業県単独事業のののの選択選択選択選択とととと集中集中集中集中（（（（23232323））））    

 普通建設事業については、他県の状況を踏まえ、国予算の確保を図

るとともに、県単独事業の選択と集中を進めます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

総合計画総合計画総合計画総合計画へのへのへのへの事業事業事業事業のののの重点化重点化重点化重点化（（（（24242424））））    

 Ｈ２８年度からの次期総合計画においても、引き続き、施策の進捗

状況などから翌年度重点的に取り組むべき施策等を検討し、予算の

重点化を図っていきます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

企画振興部 

（全庁） 

○収支改善目標（内訳）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

21.0 34.2 23.2 10.5 11.9 12.0
県税収入の確保 2.8 8.2 7.4 5.9 5.1 4.3
県有財産の売却・有効活用 1.5 2.6 1.3 1.2 1.2 1.2
特定目的基金及び特別会
計繰越金等の活用

13.0 21.1 12.6 0.4 0.4 0.4

貸付金の回収 0.0 1.2 0.0 1.1 3.4 3.2
有利な地方債、国庫補助金
等の活用

0.0 0.2 0.8 0.8 0.7 2.3

その他 3.7 0.9 1.0 1.2 1.2 0.7
24.1 31.4 41.5 46.0 57.9 69.7

人件費等の抑制 6.3 7.6 9.4 6.0 6.6 7.0
内部管理経費の見直し 6.3 6.6 6.6 6.7 6.8 6.9
県単独補助金等の見直し 5.8 7.2 6.7 6.8 6.9 7.0
業務の外部化やICT化によ
る効率化

0.0 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

公債費の適正化 0.2 2.5 11.3 19.1 30.1 41.1
その他 5.7 7.3 7.2 7.2 7.3 7.4

※四捨五入の関係上合計が一致しない箇所がある

歳　出

39.7
40.3

1.2

104.3
42.1

（単位：億円）

48.0

8.8

4.8

8.6
270.6
42.9

区 分 合計

歳　入

33.6
112.8

9.0
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

業務業務業務業務のののの外部化外部化外部化外部化ややややＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴ化化化化によるによるによるによる効率化効率化効率化効率化（（（（25252525））））    

 業務の外部化やＩＣＴ化を積極的に進め、財政面での効率化を図り

ます。なお、外部化にあたっては、財政面での効果と事業・業務プ

ロセスへの影響、サービスの質の確保などを総合的に検討します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

県単独補助金県単独補助金県単独補助金県単独補助金のののの見直見直見直見直しししし（（（（26262626））））    

 引き続き、県の関与の必要性、支援方法の妥当性、費用対効果等に

ついて、補助金ごとに検討を行うとともに、重点化・効率化等によ

る補助金の見直しを実施していきます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

公債費公債費公債費公債費のののの平準化平準化平準化平準化（（（（27272727））））    

 健全な財政運営を維持するため、今後も引き続き、過年度発行の県

債について公債費の平準化を実施します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

内部内部内部内部管理経費管理経費管理経費管理経費のののの見直見直見直見直しししし（（（（28282828））））    

 両面印刷等の徹底、紙資料のデータ化、電子決裁システム利用促進

等によるペーパーレス化の推進や会議システムの活用、パック旅行

やＬＣＣ※の積極的利用による旅費の見直しなど、各種の内部管理

経費について、様々な工夫や手法を検討し経費削減に取り組みます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

※ＬＣＣ：ローコストキャリア（Low Cost Carrier）の略称で、効率的な運営

により低価格の運賃で運航サービスを提供する航空会社。 

 

総務部 

（全庁） 

公共公共公共公共施設等総合管理施設等総合管理施設等総合管理施設等総合管理のののの推進推進推進推進（（（（22229999））））    

 施設の長寿命化や保有資産の総量適正化等を図るため、「長崎県公共

施設等総合管理基本方針」に沿って、総合的かつ計画的な管理を実

施し、財政負担の軽減・平準化を図ります。また、全庁的に情報を

共有し、進捗管理を行います。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 

警察本部 

交通局 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

新県庁舎移転新県庁舎移転新県庁舎移転新県庁舎移転によるによるによるによる維持管理経費維持管理経費維持管理経費維持管理経費のののの縮減縮減縮減縮減（（（（30303030））））    

 新県庁舎移転に伴う省エネ機器の導入や庁舎借上の解消などによ

り、県庁舎の維持管理経費の縮減に努めます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

県出資団体県出資団体県出資団体県出資団体のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化（（（（31313131））））    

 県が団体との出資関係を継続する必要性を毎年度検討し、検討結果

を公表します。また、健全な経営を前提に、公共性と企業性を併せ

持つ出資団体と連携して、施策の推進を図ります。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

地方公社地方公社地方公社地方公社のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化（（（（32323232））））    

 引き続き、土地開発公社、住宅供給公社、道路公社の経営健全化の

ために適切な指導・監督に努めます。 

 

○土地開発公社：経営改善計画に基づく経営健全化 

 

○住宅供給公社、道路公社：借入金の完済などによる経営健全化 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

土木部 

林業公社林業公社林業公社林業公社のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化（（（（33333333））））    

 引き続き、分収造林契約変更を促進するとともに、有利な木材販売

や有利子負債の削減等による林業公社の経営改善のために適切な指

導・監督に努めます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

※分収造林契約：造林者が、民有地または市町有地に木を植えて一定期間育て、

成林後に立木を販売し、その収益を土地所有者と造林者とで一定の割合で分収

する契約。 

 

農林部 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

公営企業公営企業公営企業公営企業のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化（（（（34343434））））    

 公営企業については、サービスの提供を将来にわたり安定的に継続

するため、経営状況の改善に努め、経営基盤の強化等に取り組みま

す。また、港湾整備事業会計については、Ｈ３２年度の会計閉鎖に

向け、未売却地の販売促進や非売却地の移管促進に取り組みます。

大村湾南部流域下水道事業については、より計画的で安定した経営

が継続できるように中期的な経営計画の策定を行うとともに、地元

市への移管や公営企業会計の導入に向けた取組に努めます。 

 

（本県の公営企業）：港湾整備事業、港湾施設整備、長崎魚市場、流

域下水道、交通事業 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

環境部 

水産部 

土木部 

交通局 

    

    

２２２２    組織体制組織体制組織体制組織体制のののの最適化最適化最適化最適化                    （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

総合計画推進総合計画推進総合計画推進総合計画推進にににに対応対応対応対応したしたしたした組織体制組織体制組織体制組織体制のののの見直見直見直見直しししし（（（（35353535））））    

 Ｈ２８年度から３２年度までの５年間を計画期間とする「長崎県総

合計画 チャレンジ２０２０」を総合的に推進するとともに、個別

課題に的確に対応するために必要な組織体制の見直しを実施しま

す。組織体制の見直しに当たっては、事業群に対応した連携の仕組

みを検討します。 

 

【実施年度】平成２８年度 事業群に対応した連携の仕組みの構築 

平成２９年度以降 組織への反映 

 

総務部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

人員人員人員人員・・・・給与給与給与給与のののの適正管理適正管理適正管理適正管理（（（（36363636））））    

 県民サービスの維持・向上に努めつつ、事業のスクラップの徹底、

業務の外部化、事務の効率化などにより、引き続き適正な職員配置

に取り組みます。また、職員給与については、今後も、県民の理解

が得られるように、人事委員会勧告や国・他県の状況等を踏まえ、

引き続き適正に管理します。 

 

○職員数見直し目標（各年４月１日現在、単位：人） 

 Ｈ２７年度 

職員数 

Ｈ３３年度までの見直し数 

知事部局等 ４，１６７  ▲１００名程度 

教育庁 ３３３  現行水準以内で対応 

交通局 ３６４  現行水準以内で対応 

   ※知事部局等の職員数は、平成２７年度から取組を進めている「さらな

る収支改善対策」による見直し職員数（▲７０名程度）に加え、 

▲３０名程度を見直す。 

 

【実施年度】Ｈ２７年４月１日～Ｈ３３年４月１日 

 

総務部 

教育庁 

交通局 

臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員、、、、非常勤職員非常勤職員非常勤職員非常勤職員のののの配置見直配置見直配置見直配置見直しししし（（（（37373737））））    

 業務の外部化の検討状況や新県庁舎における仕事の仕方の変革を踏

まえ、臨時職員や非常勤職員の配置を見直します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 

本土振興局本土振興局本土振興局本土振興局のののの再編再編再編再編（（（（38383838））））    

 「長崎県地方機関再編の基本方針」（Ｈ２０年３月策定）に沿って、 

本土振興局の再編を進めます。具体的には、本土振興局のあるべき

組織体制の検討や、庁舎の確保に向けた検討を実施し、基本方針に

おける最終形の実現を目指します。 

 

【実施年度】期間中に検討、実施 

 

総務部 

企画振興部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

離島振興局離島振興局離島振興局離島振興局のののの市町市町市町市町とのとのとのとの役割分担役割分担役割分担役割分担のののの整理整理整理整理（（（（39393939））））    

 市町村合併や地方分権改革の進展を踏まえ、離島振興局において実

施している県業務を市町が実施することについて、市町との協議を

進め、役割分担を整理します。 

 

【実施年度】Ｈ３０年度 離島市町との協議結果を踏まえた業務の

移転 

      Ｈ３１年度以降 検証・拡大検討 

 

総務部 

企画振興部 

（全庁） 

総務事務総務事務総務事務総務事務のさらなるのさらなるのさらなるのさらなる集約化集約化集約化集約化（（（（40404040））））    

 職員の旅費や給与などの総務事務の集約化を図り、より効果的・効

率的に事務を実施できる体制を検討します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 総務事務集約の範囲の検討 

      Ｈ２９年度以降 外部化の検討 

 

総務部 

（全庁） 

教育庁 

警察本部 

試験研究機関試験研究機関試験研究機関試験研究機関のののの運営運営運営運営のののの効率化効率化効率化効率化（（（（41414141））））    

 現場や地域社会のニーズの把握、外部資金の獲得、研究分野の重点

化、試験研究機関間や大学との連携強化を進めるなど、効率的な運

営を図ります。 

 

【実施年度】期間中に検討、実施 

 

環境部 

産業労働部 

水産部 

農林部 

こどもこどもこどもこども医療福祉医療福祉医療福祉医療福祉センターのセンターのセンターのセンターの地域地域地域地域へのへのへのへの機能移行機能移行機能移行機能移行とととと効率的効率的効率的効率的なななな運営運営運営運営（（（（42424242））））    

 こども医療福祉センターについては、地域の中核的な療育支援機関

に対する集中的な支援や質の高い療育を提供する事業所を増やす取

組などにより、療育体制の機能強化・分担を進めるとともに、こど

も医療福祉センターが有する機能の地域への移行を促進し、効率的

な運営を図ります。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

福祉保健部 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校、、、、農業大学校農業大学校農業大学校農業大学校のののの運営体制運営体制運営体制運営体制のののの見直見直見直見直しししし（（（（43434343））））    

 運営体制を見直し、効率的な運営を図ります。 

 

○高等技術専門校：訓練内容等の見直しにあわせて、民間ノウハウ

の活用を検討するなど、効率的な体制による運

営を図ります。 

○農業大学校  ：教育計画を検討するとともに、可能な取組から

効率的な体制による運営を図ります。 

 

【実施年度】期間中に順次検討、実施 

 

産業労働部

農林部 

漁業取締船漁業取締船漁業取締船漁業取締船・・・・調査船調査船調査船調査船のののの効率的効率的効率的効率的なななな運行運行運行運行（（（（44444444））））    

 漁業取締船については、取締能力の維持や安全運行の面を考慮しな

がら、より効率的・効果的な取締体制について検討します。調査船

については、機能の維持を図りながら、より効率的な運行体制につ

いて検討します。 

 

【実施年度】期間中に検討 

 

水産部 

県立高等学校改革県立高等学校改革県立高等学校改革県立高等学校改革のののの推進推進推進推進（（（（45454545））））    

 「第二期長崎県立高等学校改革基本方針」（Ｈ２１年３月策定）に基

づき、高校教育改革を推進します。 

 

【実施年度】Ｈ２３年度～３２年度 

 

教育庁 

特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校のののの適正配置適正配置適正配置適正配置（（（（46464646））））    

 県全体の児童・生徒数が減少する一方で、特別支援学校で学ぶ児童・

生徒の数は年々増加しており、引き続き、「長崎県特別支援教育推進

基本計画」（Ｈ２３年１０月策定）に基づき、特別支援学校の適正配

置を推進します。 

 

【実施年度】Ｈ２４年度～３３年度 

 

教育庁 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

警察署警察署警察署警察署におけるにおけるにおけるにおける運転免許証即日交付拡大運転免許証即日交付拡大運転免許証即日交付拡大運転免許証即日交付拡大のののの検討検討検討検討（（（（47474747））））    

 警察署における運転免許証の即日交付の拡大について、施設面や人

的体制面、費用対効果などを考慮しながら検討します。 

 

○現在、即日交付できる機関 

運転免許試験場（大村市）、西海、南島原、平戸、五島、新上五島、

壱岐、対馬南（対馬北も対象）の７警察署 

 

【実施年度】期間中に検討 

 

警察本部 

各種審議会等各種審議会等各種審議会等各種審議会等のののの見直見直見直見直しししし（（（（48484848））））    

 各種審議会等については、設置の必要性、効果の検証、類似審議会

の統合等を毎年度検討し、検討結果を公表します。また、委員の任

命にあたっては、公募委員や女性委員の積極的な登用に努めていき

ます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

県民生活部 

（全庁） 
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３３３３    歳入歳入歳入歳入のののの確保確保確保確保                        （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

県税県税県税県税のののの徴収率徴収率徴収率徴収率のののの向上向上向上向上（（（（49494949））））    

 県税の未収額の解消に努め、徴収率の向上を図ります。給与の一斉

差押や預貯金を中心とした債権の差押などの滞納処分を積極的に実

施するとともに、特に未収額の多い個人県民税については、「長崎県

地方税回収機構」及び県の直接徴収のより一層の活用や支援が必要

な市町に対する取組の強化、特別徴収制度の定着などにより、未収

額の解消に努めます。 

 

○県税徴収率目標：９８％以上 

○徴収率（実績） 

年度 徴収率 
Ｈ２４ ９６．８％ 

Ｈ２５ ９７．１％ 

Ｈ２６ ９７．６％ 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

 

ふるさとふるさとふるさとふるさと納税納税納税納税のののの推進推進推進推進（（（（50505050））））    

 ふるさと納税制度の趣旨を踏まえつつ、一層の活用を図り、ＰＲ活

動やお礼の品の見直しなどによる寄付額の増加に取り組みます。ま

た、平成２８年度から導入予定の「企業版ふるさと納税」について

も、全国の企業への効果的・効率的なアピール展開を図り、地方創

生事業に対する企業からの寄付の促進に取り組みます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

企画振興部 

企業誘致企業誘致企業誘致企業誘致へのへのへのへの積極的積極的積極的積極的なななな取組取組取組取組（（（（51515151））））    

 市町や関係機関と連携し、自動車関連企業や金融・保険関係の企業

等をはじめとした、製造業及びオフィス系企業の誘致を推進するた

め、企業ニーズに合った支援体制の構築と積極的な誘致活動に取り

組み、企業の立地及び投資の促進と良質な雇用の場の創出を図りま

す。 

 

○誘致企業による雇用計画数目標（累計）：２，７００人 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

産業労働部 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

特定目的基金特定目的基金特定目的基金特定目的基金のののの規模規模規模規模のののの適正化適正化適正化適正化、、、、統合及統合及統合及統合及びびびび特別会計繰越金等特別会計繰越金等特別会計繰越金等特別会計繰越金等のののの活用活用活用活用

（（（（52525252））））    

 特定目的基金について、基金の適正規模、他県の保有状況等を勘案

し、取崩や統合を促進するとともに、特別会計の繰越金について、

制度見直しや今後の事業規模等を踏まえ、一般会計への繰入を実施

します。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

貸付金貸付金貸付金貸付金のののの回収回収回収回収（（（（53535353））））    

 関係団体に対する長期貸付金について、返還額の見通しを収入へ反

映していきます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

税外未収金税外未収金税外未収金税外未収金のののの適正適正適正適正なななな管理管理管理管理（（（（54545454））））    

 関係部局で構成する「未収金対策検討会議」において現状分析や課

題整理、情報共有等を行うとともに、サービサー※への回収事務委

託を検討するなど未収金の縮減に向けた全庁的な取組を一層推進し

ます。併せて、債権管理が徹底されても回収不能な未収金は、不納

欠損も含め適切に対応してまいります。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

※サービサー：全国規模のネットワークや専門的知識を活かし、債権の管理や

回収業務を行う民間の債権回収専門業者。 

 

総務部 

（全庁） 

使用料使用料使用料使用料・・・・手数料手数料手数料手数料のののの見直見直見直見直しししし（（（（55555555））））    

 使用料・手数料については、引き続き受益の度合いに応じた適正な

負担を求めるため、その費用や受益に見合った見直しを行います。

また、減免措置等を行っている場合は、その必要性や減免率などに

ついても検証し、見直しを行います。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

試験研究試験研究試験研究試験研究におけるにおけるにおけるにおける外部資金外部資金外部資金外部資金のののの活用活用活用活用（（（（56565656））））    

 大学や企業等との連携強化による共同研究体制の構築や、研究員の

資質の向上を図るとともに、外部資金の積極的な応募・活用に努め

ます。 

 

○国等の外部資金等の活用を図る施設 

・環境保健研究センター 

・工業技術センター 

・窯業技術センター 

・総合水産試験場 

・農林技術開発センター 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

環境部 

産業労働部 

水産部 

農林部 

新新新新たなたなたなたな資金調達資金調達資金調達資金調達のののの検討検討検討検討（（（（57575757））））    

 インターネットを通じたクラウドファンディング※などの新たな資

金調達の仕組みの導入について、研究を進めます。 

 

【実施年度】期間中に検討 

※クラウドファンディング：インターネットを通じて多数の資金提供者から少

額ずつ資金を集める仕組み。 

 

総務部 

（全庁） 

県税県税県税県税のののの徴収方法徴収方法徴収方法徴収方法のののの多様化多様化多様化多様化（（（（58585858））））    

 クレジット収納の導入やコンビニ収納の拡大などによる徴収方法の

多様化に取り組みます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 自動車税のクレジット収納 

      期間中に検討 コンビニ収納の拡大 

 

総務部 
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４４４４    財産財産財産財産のののの効果的活用効果的活用効果的活用効果的活用                    （ ）内の数字は一連番号である。    

具体的な取組項目と内容 所管部局 

職員公舎職員公舎職員公舎職員公舎のののの集約化及集約化及集約化及集約化及びびびび長寿命化長寿命化長寿命化長寿命化（（（（59595959））））    

 職員公舎については、積極的な集約化を図るとともに、不要公舎の

有効活用や売却を推進します。また、今後も継続して使用する公舎

については、予防保全的な改修などによる長寿命化を図ります。 

 

○知事部局・教育庁 

Ｈ２３年度～Ｈ５３年度で約３割の職員公舎の減 

 

○警察本部 

老朽公舎の廃止・更新等の整備による集約化 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

 

総務部 

教育庁 

警察本部 

 

県有財産県有財産県有財産県有財産のののの有効活用有効活用有効活用有効活用（（（（60606060））））    

 県有財産については、未利用地の活用やネーミングライツ※制度・

広告掲出制度の拡大、会議室の有効活用、ＰＰＰ／ＰＦＩ※をはじ

めとする民間活力の活用の検討などにより有効な活用を図ります。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度～ 

※ネーミングライツ：県有施設に企業名や商品名などを冠した愛称を付与し、

施設の名称として使用する権利。 

※ＰＰＰ／ＰＦＩ：ＰＰＰ（Public Private Partnership）とは、行政と民間

が連携してお互いの強みを活かしながら最適な公共サービスの提供を図る手

法の総称。ＰＦＩ（Private Finance Initiative）はＰＰＰの代表的な手法の

一つで、従来、国や地方自治体が提供してきた公共施設等の建設、維持管理、

運営等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用することにより、公共部

門が直接実施するよりも効率的・効果的に実施する手法。 

 

総務部 

企画振興部 

（全庁） 

教育庁 

警察本部 

公公公公のののの施設施設施設施設のののの見直見直見直見直しししし（（（（61616161））））    

 各施設の設置目的や市町における類似施設等の設置状況を踏まえ

て、施設設置の意義や県民ニーズがあるかといった視点から、全て

の公の施設のあり方を総点検し、施設の廃止を含めた見直しを行い

ます。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 公の施設の総点検、施設ごとの方針決定 

      Ｈ２９年度以降 決定した方針に基づく見直し 

 

総務部 

（全庁） 
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具体的な取組項目と内容 所管部局 

指定管理者制度導入効果指定管理者制度導入効果指定管理者制度導入効果指定管理者制度導入効果のののの最大化最大化最大化最大化（（（（62626262））））    

 指定管理者選定における「競争性」、「公平性」、「透明性」を一層高

めるとともに、モニタリングを強化することによるサービスの質の

向上など指定管理者制度導入効果の最大化を図ります。 

 

【実施年度】Ｈ２８年度 応募状況の検証 

Ｈ２９年度以降 募集要件・募集期間見直しによる 

応募者拡充 

 

総務部 

（全庁） 

公会計制度公会計制度公会計制度公会計制度のののの導入導入導入導入（（（（63636363））））    

 Ｈ２６年４月に国から示された統一的な基準に基づく地方公会計を

導入し、発生主義・複式簿記の導入、固定資産台帳の整備、比較可

能性の確保を促進します。 

 

【実施年度】Ｈ２９年度 統一的な基準での公会計制度の導入 

 

総務部 

 


